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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は,初等中等教育において，学習者が主体的に知識基盤社会に参画する
姿勢で学習を進めることができる知的財産教育を実現することである。効果的な学習を進めるため、教育心理学
的な手法を用いて学習者の実態把握に努めた。それらのレディネスをもとに、知的財産に関する学習指導と学習
のためのビデオ教材の開発・教育実践及び，知的財産を創造することを通して学ぶ学習教材の開発を行った。教
育実践を通じ,学習効果の検証を行った。その結果，学習者が当事者意識を持ち学習に取組む姿勢や，主体的に
学習に向かう態度が確認された。学習者の状況を十分に把握するとともに，身近な話題を教材に取り入れること
は効果的であった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to realize intellectual property education 
in elementary and secondary education, in which learners can proceed with learning with the attitude
 of actively participating in a knowledge-based society. In order to promote effective learning, we 
tried to understand the actual situation of learners using educational psychology methods. Based on 
these readiness, we have developed educational materials for teaching and learning about 
intellectual property, educational practice, and learning materials for learning through the 
creation of intellectual property. Furthermore, the learning effect was verified through educational
 practice. As a result, it was confirmed that the learners had a sense of ownership and approached 
learning, and that they had an attitude toward learning on their own initiative. It was effective to
 fully grasp the learner's situation and incorporate familiar topics into the teaching materials.

研究分野：知的財産教育

キーワード： 知的財産教育　当事者意識　学習教材　教材開発　創造性活動
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本では，2002年経済政策として,知的財産立国宣言が行なわれた。その翌年には継続して各省庁が知的財産に
関わる政府方針を示す「知的財産推進計画」が発表されている。その中で，人材育成は常に求められ，社会状況
の変容に伴い,必要とされる能力及び資質も変化しているが，経済社会における知的財産の重要性への認識と，
学校教育における知的財産の役割とには齟齬が見られる。そこで、今回開発した教材（ビデオ教材も含む）は，
身近な題材から知的財産を学び，主体的な関わりが期待されるとともに，知的財産について制度的な理解のみな
らず,創造性を生かした学習場面も想定し,人材育成の側面に寄与する学術的意義が確認できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
平成 14（2002）年 2月 4日に開催された第 154回国会において、小泉首相（当時）が知的財
産を戦略に利用する施政方針演説を行い、知的財産の創出、保護と活用の取組を重点化した「知
的財産立国」を国家戦略の 1つとして示した。その後、平成 14（2002）年 7 月には「知的財産
戦略大綱」が策定され、同年 11月の「知的財産基本法」の立法化を経て、平成 15（2003）年、
知的財産推進を各省庁に求めることを示した「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画
（2004年以降は、「知的財産推進計画」）」が発表された。知的財産政策の推進を行う大きなきっ
かけとなったのは、スイスの格付け機関による日本経済の競争力の評価であった。
IMD(International Institute for Management Development)から発表された「The World 
Competitiveness Yearbook 2002」（2001 年版基準）によると、日本の国際的な経済競争力は平
成 3（1991）年に 1位であったが、年々下降が続き、平成 14（2002）年には 30位となり、国
際的な日本の競争力の低下は著しかった。そこで、日本の経済力の向上や国内産業の回復を目指
し、アメリカのレーガン元大統領の知的財産推進政策をモデルに、知的財産推進計画を経済産業
政策に取り入れた。当時アメリカは巨額の貿易赤字を抱え、「TwinDeficit（双子の赤字）」、世界
的競争力の低下が見られた。そこで、国内産業の回復をめざし、ニューメディア、ハイテク、バ
イオテクノロジー、IT、宇宙開発などの国内産業の強化を図り、知的財産の保護の強化を推奨し
た「プロパテント（知財重視）」の政策を推し進めた。日本でも同様に、自国の産業をより強固
なものとするため、知的財産重視を明確にしたのが「知的財産立国宣言」であった。知的財産戦
略の取り組みだけでなく、知的財産政策を推進できる人材育成にも注意が向けられた。 
日本はこれまでの経緯を基礎に、知的財産立国として、さまざまな製品やアイデアを高い技術
力が支えてきた。特許制度などの知的財産制度の確立や特許申請数などの増加が見られた一方、
近年、特許出願件数は減少傾向である。知的財産立国のためには、知的財産人材の裾野の拡大と、
より高度で質の高いアイデア発想をできる人材の育成は喫緊の課題である。 
 
２．研究の目的 
これまで知的財産教育として知識習得を中心とした制度理解や知的財産に関連するマインド
の習得を目指すことが、知的財産立国として重要な役割であると考えられている。そこで、初等
中等教育において、学習者が主体的に知識基盤社会に参画する姿勢で学習を進めることができ
る知的財産教育を実現することである。その実現のためには、現在実施している知的財産教育か
ら学習者の状況を量的・質的な側面から理解し、学習者のニーズを把握することが学習者の特性
理解の観点から重要であると考える。そこで本研究では，すでに実施している高等教育における
学習者の知的財産に関する知識や意識，知的財産に関わる素養を明らかにし、知的財産に関する
学習モデルの検討を行い、学習者の学びの欲求に配慮した知的財産に関する学習活動を体系的
かつ継続的に行うことができる教材研究を行う。さらに、開発された教材を用いて教育実践的な
アプローチに基づき検証を行う。 
 
３．研究の方法 
本研究では、実施している高等教育における学習者の知的財産に関する知識や意識、知財素養
を明らかにし、知的財産に関する学習モデルの検討を行い、学習者の学びの欲求に配慮した知的
財産に関する学習活動を体系的かつ継続的に行うことができる教材研究を行う。さらに、開発さ
れた教材を用いて教育実践的なアプローチに基づき検証を行うことを目的とする。以下、研究方
法を示す。 
 
1)知的財産の学習のための学習者の興味・関心、意識、意欲の評価に関するルーブリックの作成  
2)新しい技術や価値を自ら創出しようとするイノベーションマインドを身につける学習教材の
開発 
3)開発した学習教材の実験的な教育実践 
 
研究に先立ち、学習者の状況把握のため、学習者の状況（学習者のレディネス）研究として、
さまざまな学習段階において量的質的な調査に基づいて調査を行う。さらに、学習の状況に配慮
した教材の開発として、動画などの多様な方法での学習手法の検討を行い、その開発を行う。学
習状況の把握の可視化の方法の１つとしてルーブリックの作成を行った。 
 
４．研究成果 
平成 29（2017）年度は、知的財産に関する学習についての学習者の知識や技能、興味・関心、
意識などの把握について教育心理学アプローチを用いて試みた。学習者の状況の把握を行う方
法としては、調査票に基づく量的な調査と自由記述や学習者の言葉や記述をテキストマイニン
グの手法を用いた分析により解明を行った。より学習者の状況を把握するために、計量テキスト
分析の有効な分析方法の技術を習得するために、セミナー等に参加した。さらに、知的財産に関



するカリキュラムの開発を目的とし、知的財産の学習のための学習者の興味・関心、意識、意欲
の評価についてもカリキュラムの検討を行った。平成 30（2018）年度は知的財産に関する学習
指導と学習のためのビデオ教材の開発・教育実践及び、知的財産を創造することを通して学ぶ学
習教材の開発を継続した。また、知的財産に関するカリキュラムの開発として、教育実践を通じ、
ルーブリックの作成（表 1）を行い、論文発表した。 
令和元年（2019）年度及び令和 2 年（2020）については、開発した教材を基に教育実践を行
う予定であったが、令和元年（2019）年度及び令和 2 年（2020）年度は、新型コロナウイルス
感染予防のため、やむなく教育実践を延期することとなった。しかし、令和 2年（2020）年度に
おいては、様々な校種において開発した「学習者の創造性を生かした知的財産の観点をもとにし
た学習教材」の教育実践を行うとともに、教育実践や学習効果・学習成果の評価などのフィード
バックを得ることができた。また得られたデータの分析等を行った。 
令和 4年（2022）年度においては、これまでの統括として、研究論文の執筆とともに、研究論
文の投稿等を行った。 
研究の成果として、学習者は「親近感」や「親和性」の高い学習教材や学習題材を通じた学び
において、高い関心と興味を持つ傾向が見られた。特に、産業財産権に関する学習内容について
強い傾向が見られた。学習形態については、一斉学習や個別学習、協働学習を取り入れた。特に、
協働学習の１つであるジグソー法の教育実践では、学習者が主体的に参画している様子が確認
された。また、学習者の取り組みについて学習メディアの観点からは、動画教材を取り入れるほ
うが主体的に取り組む様子や、学びが深まることが明らかになった。 
研究を通じ、学習者の特性に配慮した教材の充実は、知的財産の理解を深め、知識の習得や制
度理解に有効であることが確認された。しかし、知的財産立国として重要視されている「創造性」
の充実も合わせて育成することが必要である。デザイン思考などの発想や創造性、課題開発等の
手法等など、さまざまな手法や方法論が議論されている。本研究で得られた知見及び先行研究や
先行事例を取り入れながら、「質の高いアイデア」を重視し、社会的に有益性のあるアイデアの
創出を目指し、「技術的素養」を「美術的素養」に注目する。育成モデルを図 1に示す。 
さらに、技術的素養については、新たな価値創造モデル（図 2）に示すように、身近なものか
ら「発見」し、役に立つものを「創出」し、多くの人と「共有」するなかで、敬意をもって「受
容」することで、発展のために「評価」するモデルとする。新たな価値の創造において、質の高
いアイデアと位置付けたものを質の高いアイデアを創出するには、「正解が無い、答えが一つで
ない課題に対して主体的に取り組み最適な解を他者が共感することができる形で提案する能力」
「新しい価値の創出につながる発見をし、知恵を共有する能力」「他者が創出した価値を評価し、
受容する態度」で必要であると考える。また、社会的なニーズや背景を考慮し、多くの人に共感
される、社会的な有益性に着目する必要があると考える。 
 本研究の目的は、初等中等教育において学習者は主体的に知識基盤社会に参画する姿勢や態
度を重視した知的財産教育の実現であった。学習者が当事者意識を持ち学習することで、より効
果的な学習成果を得ることができたが、今後の課題としては、知識習得の制度理解のみならず、
創造性の分野の資質・能力の充実は不可欠であることも明らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表１ 知的財産の学習に関するルーブリック 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
図 1 知的財産の育成モデル 

 
 

 
図 2 知的財産の価値創造モデル 
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